第１号様式（第６関係）

平成　　年　　月　　日

　青森県知事　三村　申吾　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所

申請者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名（名称及び代表者氏名）　印

平成２９年度青森県先進・高度技術人財育成事業費補助金交付申請書
　平成２９年度において実施する先進・高度技術人財育成事業について、補助金の交付を受けたいので、青森県補助金等の交付に関する規則第３条第１項の規定により、関係書類を添え下記のとおり申請します。

記

１　補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金交付申請額

　(1) 補助事業に要する経費　　　　　　　　　　　　　　円

　(2) 補助対象経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　(3) 補助金交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　　円

　（注）次の算式を明記すること。

　　　　補助金所要額　－　消費税等仕入控除税額　＝　補助金交付申請額

２　添付書類

　(1) 事業計画書

　(2) 収支予算書

　(3) 定款

　(4) 最近２期間の事業報告書、貸借対照表及び損益計算書（これらの書類がない場合にあっては、最近１年間の事業内容の概要を記載した書類）

第２号様式（第６関係）

事　　業　　計　　画　　書

１　申請者の概要
	名　称：

役職名及び代表者名：

住　所：

	連絡先
	
	電話番号
	

	
	
	FAX番号
	

	
	
	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	

	
	
	担当者名（役職）
	

	資 本 金
(出 資 金)
	千円
	従業員
	人　

	主たる業種
	※日本標準産業分類、中分類

	設立年月日
	年　月　日

	主たる製品等
	
	
	

	消費税課税事業者
の別


	一般課税事業者・簡易課税事業者・免税事業者（いずれかに○）

※消費税確定申告書等により確認してください。

※原則課税事業者の場合は、消費税仕入控除税額を減額して申請してください。


※補助対象者は、標準産業分類の中分類に定める次の業種のうちいずれかに該当する者です。主たる業種欄には、次の該当する業種を記載してください。
食品製造業、飲料・たばこ・飼料製造業、木材・木製品製造業、パルプ・紙・紙加工品製造業、化学工業、プラスチック製品製造業、ゴム製品製造業、鉄鋼業、非鉄金属製造業、金属製品製造業、はん用機械器具製造業、生産用機械器具製造業、業務用機械器具製造業、電子部品・デバイス・電子回路製造業、電気機械器具製造業、情報通信機械器具製造業、輸送用機械器具製造業
２　従業員を派遣等する研修の概要
	(1) 研修又は派遣
先企業の名称
	

	(2) 研修の主催者（所在地・連絡先）
	

	(3) 研修の開催場
所
	

	(4) 研修予定期間
	平成　　年　　月　　日から平成　　年　　月　　日まで

	(5) 研修受講者
	　氏　名
	年　齢
	役　職
	主な経歴
	派遣期間

	
	
	　　
	　　　　
	　　
	　


※研修が複数にわたる場合は、適宜欄を追加して別々に記載すること。
３　研修実施計画

	(1)  研修の概要

	※どのような研修を受講するのかを具体的に記載してください。パンフ等を添付ください。


	(2) 目的及び必要性
	※食分野産業又は成長分野産業における新たな事業展開又は取引拡大につなげるための、研修受講の目的と必要性を記載してください。


	(3) 研修成果
	※研修を受講することにより、どのような成果が期待されるかを記載してください。


	(4) 研修成果の活用
に向けた計画

	※研修受講により習得した技術をどのように活用していくのかその計画を記載してください。
　



	（当該事業実施による雇用創出の可能性）
	※研修成果の活用により、当社の新規雇用創出へつながる可能性等について記載してくださ
い。




第３号様式（第６関係）

収　　支　　予　　算　　書

１　収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	項　　　目
	予　算　額
	摘　　　　　　要

	補助金
	
	

	自己資金
	
	

	その他
	
	

	合計
	
	


２　支出の部
(1) 総括表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	経費区分
	予　算　額
	摘　　　　　　要

	
	補助事業に要する経費
	補助対象経費
	補助金交付申請額
	

	人件費
	
	
	
	

	研修費（計）
	
	
	
	

	
	旅費
	
	
	
	

	
	受講料
	
	
	
	

	
	教材費
	
	
	
	

	
	講師謝金
	
	
	
	

	
	講師旅費
	
	
	
	

	
	その他の経費
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	


※課税事業者は、消費税等を控除した額を補助対象としますので、研修費は消費税等を除いた額で記載してください。
(2) 支出内訳表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	経費区分
	積　算　内　訳
	補助事業に要する経費
	補助対象経費
	補助金交付申請額

	人　件　費
	
	
	
	

	
	小　計
	
	
	

	研　修　費
	研修費合計
	
	
	

	
	旅費

	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	

	
	受講料
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	

	
	教材費
	
	
	
	

	
	
	小 計
	
	
	

	
	講師謝金
	
	
	
	

	
	
	小 計
	
	
	

	
	講師旅費
	
	
	
	

	
	
	小 計
	
	
	

	
	その他
の経費
	
	
	
	

	
	
	小 計
	
	
	

	　合　　計
	
	
	
	


　　※１　各経費区分毎に補助事業に要する経費の全てを箇条書きで記載してください。
　　※２　記載方法：単価（基本給、受講料、旅費など）や数量（人、月など）がわかるように記載してく
ださい。例：基本給月額○○円×3か月＋月額○○円×18/22日＝○○円

